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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の高周波電源を負荷に接続するためのインピーダンス整合ネットワークであって、
前記ネットワークは、入力インピーダンスおよび出力インピーダンスを有し、前記負荷は
、負荷インピーダンスを有し、前記ネットワークは、源インピーダンスを有する前記複数
の高周波電源と等数の複数の高周波伝送線を備え、各伝送線は、第１の高周波結合器を介
して、前記負荷に接続される前記伝送線によって、前記電源のそれぞれの対応する１つに
接続され、
　各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は、前記電
源の動作周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、
　一方の伝送線における前記伝送線区画間の直列接続は、少なくとも１つの他方の伝送線
における前記伝送線区画間の直列接続に接続され、前記接続は、前記ネットワークの入力
および出力インピーダンスの１つを前記源インピーダンスおよび前記負荷インピーダンス
のそれぞれ１つに整合させるために、第１の所定の範囲内で調節可能なインピーダンスを
有するデバイスを含む、インピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２】
　前記源インピーダンスは、固定値を有し、前記負荷インピーダンスは、第２の所定の範
囲内の値を有し、前記調節可能インピーダンスは、前記ネットワークの出力インピーダン
スが、前記負荷インピーダンスの値に整合するように調節される、請求項１に記載のイン
ピーダンス整合ネットワーク。
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【請求項３】
　出力間に１８０度の位相差を伴う２つの高周波源が存在し、前記調節可能インピーダン
スは、調節可能容量である、請求項１に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項４】
　前記第１の高周波結合器は、平衡不平衡変成器である、請求項３に記載のインピーダン
ス整合ネットワーク。
【請求項５】
　前記負荷インピーダンスは、固定値を有し、前記源インピーダンスは、第２の所定の範
囲内の値を有し、前記調節可能インピーダンスは、前記ネットワークの入力インピーダン
スが、前記源インピーダンスの値に整合するように調節される、請求項１に記載のインピ
ーダンス整合ネットワーク。
【請求項６】
　前記複数の高周波源の出力間の位相差は、ゼロであり、前記調節可能インピーダンスデ
バイスは、共通ノードにおいて、前記複数の高周波伝送線における１／１２波伝送線対間
の直列接続をともに接続するように配列される第２の高周波結合器を含み、前記共通ノー
ドは、調節可能リアクタンスを介して、接地に短絡される、請求項５に記載のインピーダ
ンス整合ネットワーク。
【請求項７】
　略同一出力電力を有する２つの高周波電源と、２つの伝送線とが存在し、前記第２の高
周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において波長の約１／２０の電気長を有する伝
送線の第１の単一区画によって形成されるゼロ度２方向結合器であり、前記可変リアクタ
ンスは、可変容量である、請求項６に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項８】
　前記第１の高周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において波長の約１／２０の電
気長を有する伝送線の第２の単一区画によって形成されるゼロ度２方向結合器である、請
求項７に記載のインピーダンス整合回路。
【請求項９】
　前記第１の高周波結合器は、第１および第２の伝送線区画を含み、前記第１および第２
の伝送線区画のそれぞれは、前記高周波源の動作周波数において、約１／２波長の電気長
を有し、第１の半波伝送線区画は、前記伝送線の一方における前記１／１２波伝送線区画
対と直列に接続され、第２の半波伝送線区画は、前記伝送線の他方における前記１／１２
波伝送線区画対と直列に接続され、前記第１および第２の半波伝送線区画は、共通ノード
において接続され、前記共通ノードは、前記負荷に接続される、請求項７に記載のインピ
ーダンス整合ネットワーク。
【請求項１０】
　略同一出力電力を有する３つの高周波電源と、３つの伝送線とが存在し、前記第２の高
周波結合器は、伝送線の第１、第２、および第３の区画によって形成されるゼロ度３方向
結合器であり、前記第１、第２、および第３の区画のそれぞれは、前記高周波源の動作周
波数において、波長の約１／２０の電気長を有し、前記可変リアクタンスは、可変容量で
ある、請求項６に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１１】
　前記第１の高周波結合器は、第１、第２、および第３の伝送線区画を含み、前記第１、
第２、および第３の伝送線区画のそれぞれは、前記高周波源の動作周波数において、約１
／２波長の電気長を有し、第１の半波伝送線区画は、前記３つの伝送線のうちの第１の伝
送線における前記１／１２波伝送線区画対と直列に接続され、第２の半波伝送線区画は、
前記３つの伝送線のうちの第２の伝送線における前記１／１２波伝送線区画対と直列に接
続され、前記第１の半波伝送線区画、前記第２の半波伝送線区画、および第３の半波伝送
線区画は、共通ノードにおいて接続され、前記共通ノードは、前記負荷に接続される、請
求項１０に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１２】
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　異なる出力電力を有する２つの高周波電源と、２つの伝送線とが存在し、前記２つの伝
送線のうちの一方は、前記１／１２波伝送線区画対と前記２つの高周波源のうちの第１の
高周波源との間に接続される、前記高周波源の動作周波数において１／４波長の電気長を
有する第１の伝送線区画を有し、前記２つの伝送線の他方は、前記１／１２波伝送線区画
対と前記第１の高周波結合器との間に接続される、前記高周波源の動作周波数において１
／４波長の電気長を有する第２の伝送線区画を有し、前記第２の高周波結合器は、前記高
周波源の動作周波数において波長の約１／２０の電気長を有する伝送線の第１の単一区画
によって形成されるゼロ度２方向結合器であり、前記可変リアクタンスは、可変容量と並
列であるインダクタを含む、請求項６に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１３】
　前記第１の高周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において波長の約１／２０の電
気長を有する伝送線の第２の単一区画によって形成されるゼロ度２方向結合器である、請
求項１２に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１４】
　高周波入力信号を第１および第２の高周波増幅器に接続し、前記増幅器の出力電力比を
調節するためのインピーダンス整合ネットワークであって、前記ネットワークは、
　入力高周波信号を第１および第２の信号部分に分割するように配列される高周波電力ス
プリッタと、
　それぞれ前記第１および第２の信号部分をそれぞれ前記第１および第２の高周波増幅器
に伝送するように配列される第１および第２の伝送線と
　を備え、
　各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は、高周波
信号入力の周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、
　伝送線の第１および第２の伝送線区画はそれぞれ、前記高周波信号入力の周波数におい
て、約１／４波長の電気長を有し、第１の１／４波長伝送線区画は、前記電力スプリッタ
と１／１２波伝送線区画対との間の前記第１の伝送線において接続され、第２の１／４波
長伝送線区画は、前記１／１２波伝送線区画対と前記第２の高周波増幅器との間の前記第
２の伝送線において接続され、
　前記第１の伝送線における前記１／１２波伝送線区画間の直列接続は、高周波電力結合
器によって、前記第２の伝送線における前記１／１２波伝送線区画間の直列接続に接続さ
れ、前記結合器の出力は、調節可能リアクタンスを有する回路によって、接地に短絡され
、
　前記可変リアクタンスを調節することは、前記増幅器間の出力電力比を調節する、イン
ピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１５】
　前記高周波電力スプリッタは、ＲＦ信号入力の周波数において波長の約１／２０の電気
長を有する伝送線の単一区画によって形成されるゼロ度２方向電力スプリッタである、請
求項１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１６】
　前記高周波電力結合器は、ＲＦ信号入力の周波数において波長の約１／２０の電気長を
有する伝送線の単一区画によって形成されるゼロ度２方向電力結合器である、請求項１４
に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１７】
　前記第１および第２の高周波増幅器は、それぞれ、第１および第２のＣＯ２レーザを駆
動する、請求項１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１８】
　前記第１および第２の高周波増幅器は、それぞれ、ＣＯ２レーザ内の第１および第２の
対の放電電極を駆動する、請求項１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項１９】
　高周波信号入力からの第１および第２の要素を有するダイポールアンテナを駆動するた
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めのインピーダンス整合ネットワークであって、前記ネットワークは、
　入力高周波信号を第１および第２の信号部分に分割するように配列される、高周波電力
スプリッタにおいて前記高周波信号を分割するように配列される不平衡平衡変成器であっ
て、前記第１の信号部分と前記第２の信号部分とは、１８０度位相差を有する、不平衡平
衡変成器と、
　それぞれ前記第１および第２の信号部分をそれぞれ第１および第２のダイポール要素に
伝送するように配列される第１および第２の伝送線と
　を備え、
　各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は、前記高
周波信号入力の周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、前記１／１２波対間
の直列接続は、調節可能インピーダンスを有するデバイスによって接続され、
　可変インピーダンスデバイスのインピーダンスを調節することは、前記ダイポールアン
テナに連結される電力を最適化するために、前記ダイポール要素において、前記ネットワ
ークの出力インピーダンスを調節する、インピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２０】
　前記調節可能インピーダンスデバイスは、調節可能キャパシタである、請求項１９に記
載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２１】
　前記ネットワークの特性を監視するための１つ以上のセンサと、
　前記１つ以上のセンサの出力を監視し、かつ、前記出力に応答して前記調節可能インピ
ーダンスデバイスのインピーダンスを調節するための論理モジュールと
　をさらに備える、請求項１に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２２】
　前記１つ以上のセンサは、前記ネットワークへの入力電圧および電流と、前記ネットワ
ークの出力電力とを監視する、請求項２１に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２３】
　前記インピーダンスを調節するための前記デバイスは、並列で選択的に接続されている
キャパシタのアレイである、請求項２１に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
【請求項２４】
　複数の高周波電源を負荷に接続するためのインピーダンス整合ネットワークを動作させ
る方法であって、前記ネットワークは、入力インピーダンスおよび出力インピーダンスを
有し、前記負荷は、負荷インピーダンスを有し、前記ネットワークは、源インピーダンス
を有する前記複数の高周波電源と等数の複数の高周波伝送線を含み、各伝送線は、第１の
高周波結合器を介して、前記負荷に接続される前記伝送線によって、前記電源のそれぞれ
の対応する１つに接続され、各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前
記対内の各区画は、前記電源の動作周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、
　前記方法は、
　一方の伝送線における前記伝送線区画間の直列接続と少なくとも１つの他方の伝送線に
おける前記伝送線区画間の直列接続とをブリッジングする調節可能インピーダンスを提供
するステップと、
　前記源インピーダンスを前記負荷インピーダンスに整合するように前記インピーダンス
を調節するステップと
　を含む、方法。
【請求項２５】
　前記ネットワークへの前記入力電圧および電流と、前記ネットワークの出力電力とを監
視するステップと、
　監視された値に応答して前記インピーダンスを調節するステップと
　をさらに含む、請求項２４に記載の方法。
 
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、高周波電力供給源（ＲＦＰＳ）を高周波（ＲＦ）駆動式ＣＯ２ガス
放電レーザにおいて、放電電極および関連構成要素によって提供される負荷にインピーダ
ンス整合するステップに関する。本発明は、特に、複数の出力を有するＲＦＰＳ、または
複数のＲＦＰＳを負荷にインピーダンス整合するステップに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＲＦＰＳから負荷への最適電力伝達のために、インピーダンス整合回路が、要求される
ことは、公知である。ＣＯ２ガス放電レーザの出力電力は、放電体積の増加に正比例して
増加する。レーザのＲＦ入力（負荷）インピーダンスは、出力電力に反比例して変動し、
放電の面積に比例して減少する。負荷インピーダンスは、放電ガス圧力における変動、電
極間の間隔、および他の要因のため、同一モデル系内のレーザ間でも変動し得る。このた
め、固定出力インピーダンスを有する電力供給源が、その系のための予想範囲内のいずれ
かに負荷インピーダンスを有する、レーザ系の任意の１つに精密に整合され得るように、
選択的可変インピーダンスを有する、インピーダンス整合回路を有することが望ましい。
【０００３】
　本発明の譲受人に譲渡され、その完全開示が、参照することによって本明細書に組み込
まれる、Ｈａｕｅｒらの米国特許出願第１２／７８６，１９９号は、ＲＦ電力供給源のイ
ンピーダンスを負荷に整合するために、ある２つの直列に接続された長さの伝送線を備え
、そのそれぞれが、回路の動作周波数において、約１／１２波長の電気長を有する、イン
ピーダンス整合回路について説明している。回路のインピーダンスは、接地への可変イン
ピーダンス短絡を２つの伝送線長間のノードに接続することによって、選択的に、可変で
あるようにされる。可変インピーダンス短絡は、可変レジスタ、可変キャパシタ、または
可変インダクタであることができる。本配列は、負荷インピーダンスの範囲が、共通伝送
線長によって対応することができるという利点を有する。これは、あるレーザ系に対する
製造プロセスにおいて、部品の在庫を削減する。
【０００４】
　前述のＨａｕｅｒらの配列の不利点は、シングルエンド電力供給源のインピーダンスを
負荷に整合することのみをもたらすことである。高電力レーザを駆動の際、電力供給源に
おいて、それぞれ、電力供給源の別個の出力（終端）である、複数のＲＦ増幅器の出力と
併用することが望ましい場合がある。これは、ＲＦ増幅器の電力出力が、電力トランジス
タ等の増幅器構成要素の電力処理能力によって制限され得るためである。マルチエンド電
力供給源を負荷に接続可能である一方、依然として、Ｈａｕｅｒらの配列の利点を保存す
る、インピーダンス整合回路の必要性が存在する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、複数の高周波電源を負荷に接続するためのインピーダンス整合ネットワーク
を対象とする。ネットワークは、入力インピーダンスおよび出力インピーダンスを有し、
負荷は、負荷インピーダンスを有する。
【０００６】
　本発明のネットワークの一側面は、源インピーダンスを有する、複数の高周波電源と等
数の複数の高周波伝送線を備える。各伝送線は、電源のそれぞれの対応する１つに接続さ
れ、伝送線は、第１の高周波結合器を介して、負荷に接続される。各伝送線は、一対の直
列に接続された伝送線区画を含み、対内の各区画は、電源の動作周波数において、波長の
約１／１２の電気長を有する。その一方の対内の伝送線区画間の直列接続は、ネットワー
クの入力および出力インピーダンスの一方をそれぞれ源インピーダンスおよび負荷インピ
ーダンスの一方に整合するために、第１の所定の範囲内で調節可能なインピーダンスを有
するデバイスによって、少なくとも１つの他方の伝送線におけるその対内の第１および第
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２の伝送線区画間の直列接続に接続される。
本願明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　複数の高周波電源を負荷に接続するためのインピーダンス整合ネットワークであって、
前記ネットワークは、入力インピーダンスおよび出力インピーダンスを有し、前記負荷は
、負荷インピーダンスを有し、
　源インピーダンスを有する、前記複数の高周波電源と等数の複数の高周波伝送線であっ
て、それぞれ、第１の高周波結合器を介して、前記負荷に接続される前記伝送線によって
、前記電源のそれぞれの対応する１つに接続される、伝送線を備え、
　各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は、前記電
源の動作周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、
　一方の伝送線における前記伝送線区画間の直列接続は、少なくとも１つの他方の伝送線
における前記伝送線区画間の直列接続に接続され、前記接続は、前記ネットワークの入力
および出力インピーダンスの１つを前記源インピーダンスおよび前記負荷インピーダンス
のそれぞれ１つに整合させるために、第１の所定の範囲内で調節可能なインピーダンスを
有するデバイスを含む、
ネットワーク。
（項目２）
　前記源インピーダンスは、固定値を有し、前記負荷インピーダンスは、第２の所定の範
囲内のある値を有し、前記調節可能インピーダンスは、前記ネットワークの出力インピー
ダンスが、前記負荷インピーダンスの値に整合するように調節される、項目１に記載のイ
ンピーダンス整合ネットワーク。
（項目３）
　その出力間に１８０度の位相差を伴う、２つの高周波源が存在し、前記調節可能インピ
ーダンスは、調節可能容量である、項目１に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目４）
　前記第１の高周波結合器は、平衡不平衡変成器である、項目３に記載のインピーダンス
整合ネットワーク。
（項目５）
　前記負荷インピーダンスは、固定値を有し、前記源インピーダンスは、第２の所定の範
囲内の値を有し、前記調節可能インピーダンスは、前記ネットワークの入力インピーダン
スが、前記源インピーダンスの値に整合するように調節される、項目１に記載のインピー
ダンス整合ネットワーク。
（項目６）
　前記複数の高周波源の出力間の位相差は、ゼロであって、前記調節可能インピーダンス
デバイスは、共通ノードにおいて、それらの複数における１／１２波伝送線対間の直列接
続をともに接続するように配列される、第２の高周波結合器を含み、前記共通ノードは、
調節可能リアクタンスを介して、接地に短絡される、項目５に記載のインピーダンス整合
ネットワーク。
（項目７）
　略同一出力電力を有する、２つの高周波電源と、２つの伝送線とが存在し、前記第２の
高周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において、波長の約１／１２の電気長を有す
る、伝送線の第１の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向結合器であり、前記可変
リアクタンスは、可変容量である、項目６に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目８）
　前記第１の高周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において、波長の約１／１２の
電気長を有する、伝送線の第２の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向結合器であ
る、項目７に記載のインピーダンス整合回路。
（項目９）
　前記第１の高周波結合器は、第１および第２の伝送線区画を含み、それぞれ、前記高周
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波源の動作周波数において、約１／２波長の電気長を有し、第１の半波伝送線区画は、前
記伝送線の一方における前記１／１２波伝送線区画対と直列に接続され、第２の半波伝送
線区画は、前記伝送線の他方における前記１／１２波伝送線区画対と直接に接続され、前
記第１および第２の半波伝送線区画は、共通ノードにおいて接続され、前記共通ノードは
、前記負荷に接続される、項目７に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１０）
　略同一出力電力を有する、３つの高周波電源と、３つの伝送線とが存在し、前記第２の
高周波結合器は、伝送線の第１、第２、および第３の区画によって形成される、ゼロ度３
方向結合器であり、それぞれ、前記高周波源の動作周波数において、波長の約１／１２の
電気長を有し、前記可変リアクタンスは、可変容量である、項目６に記載のインピーダン
ス整合ネットワーク。
（項目１１）
　前記第１の高周波結合器は、第１、第２、および第３の伝送線区画を含み、それぞれ、
前記高周波源の動作周波数において、約１／２波長の電気長を有し、第１の半波伝送線区
画は、前記３つの伝送線のうちの第１のものにおける前記１／１２波伝送線区画対と直列
に接続され、第２の半波伝送線区画は、前記３つの伝送線のうちの第２のものにおける前
記１／１２波伝送線区画対と直列に接続され、前記第１、第２、および第３の半波伝送線
区画は、共通ノードにおいて接続され、前記共通ノードは、前記負荷に接続される、項目
１０に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１２）
　異なる出力電力を有する、２つの高周波電源と、２つの伝送線とが存在し、前記２つの
伝送線のうちの一方は、前記１／１２波伝送線区画対と前記２つの高周波源のうちの第１
のものとの間に接続される、前記高周波源の動作周波数において、１／４波長の電気長を
有する、第１の伝送線区画を有し、前記２つの伝送線の他方は、前記１／１２波伝送線区
画対と前記第１の高周波結合器との間に接続される、前記高周波源の動作周波数において
、１／４波長の電気長を有する、第２の伝送線区画を有し、前記第２の高周波結合器は、
前記高周波源の動作周波数において、波長の約１／１２の電気長を有する、伝送線の第１
の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向結合器であり、前記可変リアクタンスは、
可変容量と並列であるインダクタを含む、項目６に記載のインピーダンス整合ネットワー
ク。
（項目１３）
　前記第１の高周波結合器は、前記高周波源の動作周波数において、波長の約１／１２の
電気長を有する、伝送線の第２の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向結合器であ
る、項目１２に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１４）
　高周波入力信号を第１および第２の高周波増幅器に接続し、前記増幅器の出力電力比を
調節するためのインピーダンス整合ネットワークであって、
　入力高周波信号を第１および第２の信号部分に分割するように配列される、高周波電力
スプリッタと、
　それぞれ前記第１および第２の信号部分をそれぞれ前記第１および第２の高周波増幅器
に伝送するように配列される、第１および第２の伝送線と
　を備え、各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は
、前記高周波信号入力の周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、
　その第１および第２の伝送線区画はそれぞれ、前記高周波信号入力の周波数において、
約１／４波長の電気長を有し、前記第１の１／４波長伝送線区画は、前記電力スプリッタ
と前記１／１２波伝送線区画対との間の前記第１の伝送線において接続され、前記第２の
１／４波長伝送線区画は、前記１／１２波伝送線区画対と前記第２の高周波増幅器との間
の前記第２の伝送線において接続され、
　前記第１の伝送線における前記１／１２波伝送線区画間の直列接続は、高周波電力結合
器によって、前記第２の伝送線における前記１／１２波伝送線区画間の直列接続に接続さ
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れ、前記結合器の出力は、調節可能リアクタンスを有する回路によって、接地に短絡され
、
　前記可変リアクタンスの調節は、前記増幅器間の出力電力比を調節する、ネットワーク
。
（項目１５）
　前記高周波電力スプリッタは、前記ＲＦ信号入力の周波数において、波長の約１／１２
の電気長を有する、伝送線の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向電力スプリッタ
である、項目１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１６）
　前記高周波電力結合器は、前記ＲＦ信号入力の周波数において、波長の約１／１２の電
気長を有する、伝送線の単一区画によって形成される、ゼロ度２方向電力結合器である、
項目１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１７）
　前記第１および第２の高周波増幅器は、それぞれ、第１および第２のＣＯ２レーザを駆
動する、項目１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１８）
　前記第１および第２の高周波増幅器は、それぞれ、ＣＯ２レーザ内の第１および第２の
対の放電電極を駆動する、項目１４に記載のインピーダンス整合ネットワーク。
（項目１９）
　高周波信号入力からの第１および第２の要素を有する、ダイポールアンテナを駆動する
ためのインピーダンス整合ネットワークであって、
　その間に１８０度位相差を有する、入力高周波信号を第１および第２の信号部分に分割
するように配列される、高周波電力スプリッタにおいて、前記高周波信号を分割するよう
に配列される、不平衡平衡変成器と、
　それぞれ前記第１および第２の信号部分をそれぞれ第１および第２のダイポール要素に
伝送するように配列される、第１および第２の伝送線と
　を備え、各伝送線は、一対の直列に接続された伝送線区画を含み、前記対内の各区画は
、前記高周波信号入力の周波数において、波長の約１／１２の電気長を有し、前記１／１
２波対間の直列接続は、調節可能インピーダンスを有する、デバイスによって接続され、
　可変インピーダンスデバイスのインピーダンスの調節は、前記ダイポールアンテナに連
結される電力を最適化するために、前記ダイポール要素において、前記ネットワークの出
力インピーダンスを調節する、ネットワーク。
（項目２０）
　前記調節可能インピーダンスデバイスは、調節可能キャパシタである、項目１９に記載
のインピーダンス整合ネットワーク。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、固定負荷インピーダンスおよびその間に１８０度位相差を有する、２つ
のＲＦ電源の出力インピーダンスを、所定の範囲内で変動する、負荷インピーダンスを有
し得る、負荷に整合するために使用される、本発明による、インピーダンス整合ネットワ
ーク回路の一好ましい実施形態を図式的に例証しており、ネットワークは、１つずつ、平
衡不平衡（ＢａｌＵｎ）変成器およびその対内の伝送線区画の接合点間の可変容量短絡に
よって提供される可変インピーダンス整合を介して、負荷に結合および接続される対の出
力によって、源のそれぞれに接続される、２つの同じ対の直列に接続された１／１２波伝
送線区画を含む。
【図２】図２は、図１の実施形態に類似するが、負荷インピーダンスが、固定され、源の
出力インピーダンスが、所定の範囲内で変動し得る、本発明による、インピーダンス整合
ネットワーク回路の別の好ましい実施形態を図式的に例証する。
【図３】図３は、図２の実施形態に類似するが、２つの別個の源が、プッシュプル配列に
おいて、２つのＦＥＴを備える、最終増幅器段によって置換され、対の伝送線区画がそれ
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ぞれ、ＦＥＴの対応する１つに接続される、本発明による、インピーダンス整合ネットワ
ーク回路のさらに別の好ましい実施形態を図式的に例証する。
【図４】図４は、図３の実施形態に類似するが、可変容量が、電力出力監視値および回路
の効率に応答して、単独またはそれらの任意の並列組み合わせにおいて、自動的に、切替
可能である、６つのキャパシタバンクによって提供される、本発明による、インピーダン
ス整合ネットワーク回路のなおも別の好ましい実施形態を図式的に例証する。
【図４Ａ】図４Ａは、図４の可変キャパシタをより詳細に図式的に例証する。
【図５】図５は、本発明による、可変出力インピーダンスを有する、２つの別個のＲＦ源
を、ＲＦ源の出力間にゼロ位相差を伴って、固定入力インピーダンスを有する、単一負荷
にインピーダンス整合するために構成される、インピーダンス整合ネットワークのなおも
さらなる別の実施形態を図式的に例証する。本実施形態は、図２の実施形態に類似するが
、ＢａｌＵｎ変成器は、伝送線対の出力を結合するための同軸ゼロ度２方向結合器によっ
て置換され、線対間の可変インピーダンスは、可変容量によって、接地に短絡される別の
ゼロ度２方向結合器によって提供される。
【図６】図６は、可変出力インピーダンスを有する、２つの別個のＲＦ源を、固定入力イ
ンピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合するために構成される、本発明に
よる、インピーダンス整合ネットワークの付加的実施形態を図式的に例証しており、本実
施形態は、図５の実施形態に類似するが、可変容量は、漸増的可変長を有する、伝送線ス
タブによって提供される。
【図７】図７は、可変出力インピーダンスを有する、２つの別個のＲＦ源を、固定入力イ
ンピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合するために構成される、本発明に
よる、インピーダンス整合ネットワークの別の付加的実施形態を図式的に例証しており、
図５の実施形態に類似するが、可変容量は、電力出力監視値および回路の効率に応答して
、単独またはそれらの任意の並列組み合わせにおいて、自動的に切替可能である、キャパ
シタバンクによって提供される。
【図８】図８は、可変出力インピーダンスおよび出力間にゼロ位相差を有する、２つの別
個のＲＦ源を、固定入力インピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合するた
めのインピーダンス整合ネットワークの、本発明による、さらに別の付加的実施形態を図
式的に例証する。
【図９】図９は、可変出力インピーダンスおよび出力間にゼロ位相差を有する、３つの別
個のＲＦ源を、固定入力インピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合するた
めの、本発明による、インピーダンス整合ネットワークのなおもさらなる別の付加的実施
形態を図式的に例証する。
【図１０】図１０は、同相出力によって、異なる出力電力を有する、２つの電力増幅器を
インピーダンス整合するための、本発明による、インピーダンス整合ネットワークのさら
なる実施形態８０を図式的に例証する。
【図１１】図１１は、単一ＲＦ入力から、２つの電力増幅器に給電するための、本発明に
よる、インピーダンス整合ネットワークの一好ましい実施形態を図式的に例証しており、
各電力増幅器は、２つのＣＯ２レーザの対応する１つを駆動し、出力電力は、ＬＣ回路内
のキャパシタの値を調節することによって同調可能である。
【図１１Ａ】図１１Ａは、単一ＲＦ入力から、２つの電力増幅器に給電するための、本発
明による、インピーダンス整合ネットワークの別の好ましい実施形態を図式的に例証して
おり、図１１の実施形態に類似するが、各電力増幅器は、単一ＣＯ２レーザ内の２つの対
の放電電極の対応する１つを駆動する。
【図１２】図１２は、同調キャパシタの特定の値に対するＲＦ入力の周波数の関数として
、図１１のネットワークの入力におけるインピーダンスを図式的に例証する、グラフであ
る。
【図１３】図１３は、キャパシタの特定の値に対するＲＦ入力の周波数の関数として、図
１１の増幅器の出力を図式的に例証する、グラフである。
【図１４】図１４は、ダイポールアンテナに給電するための、本発明による、インピーダ
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ンス整合ネットワークの好ましい実施形態を図式的に例証する。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　次に、同一特徴が、同一参照番号によって指定される、図面を参照すると、図１は、ノ
ード２２Ａおよび２２Ｂにわたって、固定出力インピーダンスを有するが、その間に１８
０度位相差を伴う、２つのＲＦ源（源－Ａおよび源－Ｂ）の出力を、タイプに従って、予
想範囲内で変動し得る、負荷インピーダンスＺＬを有する、単一負荷３４に整合するよう
に配列される、本発明による、インピーダンス整合ネットワーク回路の一好ましい実施形
態を図式的に例証する。ここでは、ノード２２Ａおよび２２Ｂにわたる固定インピーダン
スは、５０オーム（Ω）であって、予想負荷インピーダンス範囲ＺＬの範囲は、５０Ωか
ら１６Ωである。
【０００９】
　源－Ａからのノード２２Ａは、２５Ωの特性インピーダンスＺ０と、ここでは、１００
ＭＨｚと想定される、設計ＲＦ周波数において、若干１／１２波に満たない電気長と、を
有する、ある長さの伝送線区画２４Ａに接続される。図１の図面および本発明の他の実施
形態を説明する他の図面では、伝送線の電気長は、いずれかより便宜的であるとみなされ
る、度（３６０oは、１波長に等しい）または波長率（λは、１波長に等しい）で指定さ
れる。本実施例では、伝送線区画２４Ａは、長さ２９o（λ／１２＝３０o）を有する。
【００１０】
　伝送線区画２４Ａは、その間にノード２６Ａを介して、同一特性インピーダンスおよび
電気長の別の伝送線区画２８Ａに接続される。源－Ｂからのノード２２Ｂは、その間のノ
ード２６Ｂを介して、伝送線区画２４Ｂおよび２８Ｂに直列に接続される。伝送線区画２
４Ｂおよび２８Ｂは、区画２４Ａおよび２８Ａと同一特性を有する。本配列は、１８０度
対称ネットワークとして、当業者に公知である。それぞれ、伝送線区画２８Ａおよび２８
Ｂの出力における、ノード３０Ａおよび３０Ｂは、平衡不平衡（ＢａｌＵｎ）変成器３２
を介して、負荷３４に接続される。
【００１１】
　対応する源から変成器または同等結合器への各接続線は、「負荷線」、すなわち、負荷
伝送線と定義することができる。任意のそのような負荷線には、少なくとも、概して、本
明細書では、源および対応する負荷線の数に応じて、適切な添字Ａ、Ｂ、またはＣを伴っ
て、参照番号２４および２８によって指定される、第１および第２の１／１２波伝送線区
画が存在するであろう。
【００１２】
　負荷３４の可変負荷インピーダンスへの整合は、ノード２６Ａと２６Ｂとの間に、選択
的に可変、すなわち、調節可能インピーダンスを接続することによって、回路２０内で達
成される。本実施例では、調節可能インピーダンスは、それぞれ、負荷３４の５０Ωと１
６Ωとの間のインピーダンス整合のために、０．５ピコファラッド（ｐＦ）から３８．０
ｐＦに変動し得る、容量Ｃを有する、選択的可変容量３８である。キャパシタ３４および
以下に描写される本発明の回路の他の実施形態における他の回路構成要素に対する値は、
Ｃａｄｅｎｃｅ　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．（Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ、Ｃａｌ
ｉｆｏｒｎｉａ）から市販の回路シミュレーションソフトウェアＰＳｐｉｃｅＴＭを使用
して計算された。
【００１３】
　図１の回路を使用して、タイプに従って変動する、出力インピーダンスを有する、源を
、固定インピーダンスを有する、特定の負荷に整合させることができる。これは、本発明
の別の好ましい実施形態２０Ａとして、図２に例証されており、配列２０の可変容量短絡
伝送対称ネットワークを使用して、５０Ωの負荷インピーダンスを有する、負荷３４Ａを
、ノード２２Ａおよび２２Ｂにわたって、５０Ωと１６Ωとの間のインピーダンスを提供
し得る、一対の源に整合させる。本変形例は、前述のように、０．５ｐＦから３８．０ｐ
Ｆの可変容量３８の容量を調節することによって、対応される。
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【００１４】
　図３は、本発明による、インピーダンス整合ネットワーク回路のさらに別の好ましい実
施形態を図式的に例証しており、図２の実施形態に類似するが、２つの別個のＲＦ源は、
プッシュプル配列において、２つの電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）４０Ａおよび４０Ｂ
を備える、最終増幅器段によって置換される。ここでは、ＦＥＴ４０Ａのドレイン（Ｄ）
は、ノード２２Ａに接続され、ＦＥＴ４０Ｂのドレインは、ノード２２Ｂに接続される。
増幅器段に給電するためのＤＣ電力は、ＲＦチョークＬ１およびＬ２を介して、源Ｐから
、２つのＦＥＴに連結される。増幅される信号は、ＦＥＴのゲートＧに印加され、ＦＥＴ
の源は、一般に、接地される。インピーダンス整合は、最終増幅器段の出力電力および効
率を調節するために、選択的可変容量３８を介して、前述のように達成される。
【００１５】
　図４および図４Ａは、本発明のなおも別の実施形態２０Ｃを図式的に例証しており、図
３の実施形態に類似するが、インピーダンス整合および対応する効率最適化は、自動化さ
れる。本自動化を促進するために、可変容量３８は、単独または種々の並列組み合わせに
おいて、ノード２６Ａと２６Ｂとの間に接続され得る、複数の個々の容量Ｃ１、Ｃ２、Ｃ

３、Ｃ４、Ｃ５、およびＣ６として、実施形態２０Ｃに実装される。接続は、例証される
ように、ＲＦ継電器４４（集合的に、描写される）に動作対応するスイッチによってもた
らされる（詳細は、図４Ａ参照）。そのような継電器は、Ｔｅｌｅｄｙｎｅ　Ｒｅｌａｙ
ｓ　Ｉｎｃ．（Ｈａｗｔｈｏｒｎｅ、Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）製多極継電器モデルＳ１７
２に組み込まれて市販されている。
【００１６】
　回路２０Ｃでは、キャパシタＣ１－Ｃ６は、それぞれ、値２ｐＦ、４ｐＦ、８ｐＦ、１
６ｐＦ、３２ｐＦ、および６４ｐＦを有する。これは、それぞれ、４５Ωから１２Ωに変
動する平衡ＦＥＴ負荷を整合するために、２ｐＦずつ、２ｐＦから１２６ｐＦに総容量を
変動させることを可能にする。継電器－コイル接続、ＤＣ阻止キャパシタ接続、およびス
イッチング配列の他の公知の詳細は、例証の便宜上、図示されない。継電器４４は、他の
ＰＩＮダイオードスイッチングデバイス等の好適なスイッチング技術によって置換されて
もよい。
【００１７】
　ＤＣ電圧は、図３を参照して前述のように、ＤＣ電圧（ＤＣＶ）源４６から、ＲＦチョ
ークＬ１およびＬ２を通して、ＦＥＴに供給される。電力制御論理モジュール４８は、電
圧および電流センサ５０を介して、ＤＣ電圧および電流を監視し、電力モニタ５２を介し
て、ネットワークの出力電力を監視する。ユーザは、図４に例証されるように、制御モジ
ュールに要求される電力および効率値設定を入力する。制御モジュールは、設定値を達成
するために、要求される容量を計算し、継電器４４に、適宜、キャパシタＣ１－Ｃ６の必
要組み合わせを提供するように切り替えるように命令する。ネットワークの電力出力は、
５０Ωの負荷インピーダンスを有する、ＣＯ２レーザ５４に送達される。
【００１８】
　図５は、本発明による、インピーダンス整合ネットワークのなおもさらなる別の実施形
態６０を図式的に例証する。ネットワーク６０は、可変出力インピーダンスを有する、２
つの別個のＲＦ源を、固定入力インピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合
するために構成される。本実施形態では、源は、最終ＦＥＴ増幅器段６２Ａおよび６２Ｂ
によって表される。ここでは、ＦＥＴの出力間の位相差は、ゼロであって、それぞれの出
力インピーダンスは、２５Ωと１２Ωとの間で変動し得る。
【００１９】
　ネットワークは、前述の実施形態におけるように、１／１２波伝送線区画対２４Ａおよ
び２８Ａと２４Ｂおよび２４Ｂを含む。図５では、これらおよび他の伝送線区画は、ある
長さの２５Ω同軸ケーブルとして表される。前述の伝送線区画と機能的に同等であって、
同一電気特性を有するため、元の参照番号は、実施形態の比較を支援するために、留保さ
れる。
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【００２０】
　伝送線区画への入力間の位相差がゼロであるため、直接、伝送線区画間のノード２６Ａ
と２６Ｂとの間に、可変同調容量を接続することは不可能である。本実施形態では、ある
長さの伝送線６４は、ノード２６Ａおよび２６Ｂにおいて、同相電流を結合する、ゼロ度
２方向結合器として接続される。伝送線６４は、２５Ωの特性インピーダンスおよび約λ
／２０、すなわち、１８oの電気長を有する。伝送線区画６４は、ＲＦ信号を選択的可変
キャパシタ３９の一端に送達し、その他端は、接地に接続される。
【００２１】
　キャパシタ３９の容量は、２５Ωと１２Ωとの間の範囲内において、ＦＥＴの個々の出
力インピーダンスを調節するように変動することができる。そうすることによって、本発
明の可変インピーダンスネットワーク内の飽和ピーク間電圧を調節し、それによって、増
幅器段の出力電力および効率を調節する。５ｐＦから約９０ｐＦの容量変動は、２５Ωか
ら１２Ω範囲内において、出力インピーダンスを調節する。伝送線区画６４と同一特性を
有する、伝送線区画６６は、前述の実施形態のＢａｌｕｎ変成器と置換される。本伝送線
区画はまた、ゼロ度２方向結合器として接続され、ノード３０Ａおよび３０Ｂからの電流
を、１２．５Ωのインピーダンスを有する、固定負荷３４Ｂに接続される、ノード３１に
おいて同相となるように結合する。
【００２２】
　図６はさらに、本発明による、インピーダンス整合ネットワークの付加的実施形態６０
Ａを図式的に例証する。実施形態６０Ａは、前述の実施形態６０に類似するが、実施形態
６０の可変容量３９は、実施形態６０Ａでは、最小長区画６７と、ワイヤブリッジ接続（
図示せず）を使用して、複数の漸増区画６９（図６では、１つのみ指定される）のうちの
１つ以上を加減することによって、長さを漸増的に変動することができる、可変区画６９
と、を含む、伝送線スタブ６８によって置換される。接続される（または、接続されない
）区画の数から独立して、ここでは、１５Ωである特性インピーダンス、およびここでは
、２４oである総電気長は、同一のままとなるであろう。しかしながら、容量は、本実施
例では、５ｐＦから９０ｐＦの漸増値において、接続される漸増区画の量に従って、変動
するであろう。
【００２３】
　図７は、本発明による、インピーダンス整合ネットワークの別の付加的実施形態６０Ｂ
を図式的に例証する。これは、本質的に、図４を参照して前述されるように、論理コント
ローラおよびセンサによって制御される、実施形態６０である。実施形態６０Ｂでは、可
変容量３９は、図４および４Ａを参照して前述のものに類似する、継電器スイッチドキャ
パシタバンク３８によって置換される。
【００２４】
　図８は、可変出力インピーダンスおよび出力間にゼロ位相差を有する、２つの別個のＲ
Ｆ源を、固定入力インピーダンスを有する、単一負荷にインピーダンス整合するための、
本発明による、インピーダンス整合ネットワークのさらに別の付加的実施形態７０を図式
的に例証する。ＲＦ源は、最終増幅器段ＦＥＴ６２Ａおよび６２Ｂによって表される。本
実施形態は、図５の実施形態６０に類似するが、実施形態６０のゼロ度２方向結合器６６
は、実施形態７０では、並列λ／２伝送線区画７２Ａおよび７２Ｂによって置換され、そ
の出力は、固定負荷３４Ｂに接続される共通ノード７４において、結合される。
【００２５】
　図９は、ここでは、可変出力インピーダンスおよび出力間にゼロ位相差を有する、３つ
の別個のＲＦ源、６２Ａ、６２Ｂ、および６２Ｃを、固定入力インピーダンスを有する、
単一負荷にインピーダンス整合するための、本発明による、インピーダンス整合ネットワ
ークのなおもさらなる別の付加的実施形態７０Ａを図式的に例証する。本実施形態は、図
８の前述の実施形態７０に類似するが、第３の源６２Ｃに対応するために、２つの約１／
１２波区画２４Ｃおよび２４Ｃを含む、別の負荷線が、対応するノード２２Ｃ、２６Ｃ、
および３０Ｃとともに追加される。
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【００２６】
　実施形態７０では、電流結合器として使用される、単一λ／２０長の伝送線６４の代わ
りに、ゼロ度３方向結合器７６が、等遅延結合器として接続される、３つの類似長の伝送
線６４Ａ、６４Ｂ、および６４Ｃから形成される。ノード２６Ａ－Ｃからの電流は、共通
ノード７８において、結合器７６によって結合され、調節可能インピーダンス整合をもた
らすために、前述のように、接地への選択的可変容量３９を通して、接地に短絡される。
理論上、少なくとも、４つ以上の源が、図９に描写されるように、組み合わせられてもよ
い。
【００２７】
【表１】

【００２８】
　表１は、キャパシタ３９の種々の値に対する、図９の回路内の総入力電力および総出力
電力の計算値を描写する。入力および出力電力の低下は、回路の入力インピーダンスが、
キャパシタ３９の値を増加させることによって、低下されるのに伴って、回路損失を増加
させるためである。
【００２９】
　前述の全実施形態では、任意の１つにおける高周波源はすべて、略同一出力電力を有す
る。図１０は、ここでは、同相出力によって、異なる出力電力を有する、２つの電力増幅
器８２Ａおよび８２Ｂをインピーダンス整合するための、本発明による、インピーダンス
整合ネットワークのさらなる実施形態８０を図式的に例証する。図１０の実施例では、出
力電力比は、２：１であると想定される。各増幅器は、２５Ωの公称出力インピーダンス
を有する。実施形態８０は、図５の実施形態に類似するが、２つの対の１／１２波伝送線
区画２４Ａおよび２８Ａと２４Ｂおよび２８Ｂのネットワークを含み、そのノード２６Ａ
および２６Ｂにおける電流は、選択的可変インピーダンス（リアクタンス）８５により、
その一端において接地に短絡される、ゼロ度２方向結合器６４によって結合される。
【００３０】
　しかしながら、実施形態８０では、λ／４（９０o）長の２５Ω伝送線８４は、増幅器
８２Ａと伝送線区画２４Ａとの間に挿入され、反対（Ｂ）側と直角位相にある、ネットワ
ークの（Ａ）側を駆動する。補完長の２５Ω伝送線８６は、伝送線区画８４によって導入
される位相シフトをオフセットするために、伝送線区画２８Ｂとゼロ度２方向結合器６６
との間に挿入される。
【００３１】
　可変リアクタンス８５では、固定インダクタンスＬ３は、接地への短絡において、可変
容量３７と並列に接続される。直角位相において動作することによって、同調リアクタン
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ス８５は、誘導性から容量性に継続して変化することが可能となる。これは、キャパシタ
３７の同調をオフセットし、ネットワークのＡおよびＢ側の入力インピーダンスをインピ
ーダンスが等しい中間点を通して同調させる。これは、どの増幅器が、より高い出力電力
を有するかは問題ではないことを意味する。５ｐＦから１５０ｐＦのキャパシタ３７の調
節範囲に対して、Ｌ３のインダクタンス値は、好ましくは、４８ナノヘンリー（ｎＨ）で
ある。
【００３２】
　実施形態８０の回路配列は、結合効率の損失を伴うことなく、異なる出力電力の増幅器
の出力の結合を可能にする。一例として、１０００Ｗ出力の増幅器は、６００Ｗ出力の別
の増幅器と同相に組み合わせられ、（回路損失を減算し）１６００Ｗの総出力を達成し得
る。図１０に示される値に対して行われた計算は、ある入力が、１０００Ｗであり得、他
の入力が、Ｃ＝１７ｐＦである時の３９０Ｗから、Ｃ＝７２ｐＦである時の１５９０Ｗに
変動し得ることを示す。ノード３１における総結合電力は、キャパシタ３７に示される値
の範囲に対して、１３１５Ｗから２４７２Ｗである。計算は、キャパシタ３０の同調のた
め、ネットワークのＡおよびＢ側の入力インピーダンスの僅かな変化が、公称２５Ω設計
中心と比較して、電圧定在波比（ＶＳＷＲ）１．１５：１内に残留することを示す。ノー
ド２２Ａにおける実際の入力電力の僅かな変動は、入力インピーダンスにおけるそのよう
な変化のためである。
【００３３】
【表２】

【００３４】
　表２は、キャパシタ３７の種々の値に対して、図１０のノード８１および２２Ｂにおけ
るインピーダンスの変動の前述の分析の概要を提供する。あらゆる実践的目的に対して、
ノード８１および２２Ｂにおけるインピーダンスは、略同一である一方、ノード３１にお
ける総電力は、ノード８１および２２Ｂにおける電力の合計に略等しいことが分かる。イ
ンピーダンスは、前述のように、設計公称２５Ωに近い。
【００３５】
　前述の本発明の全実施形態では、目的は、２つ以上の源の結合電力出力を使用して、単
一レーザを駆動することである。しかしながら、時として、一方が、要求されるレーザ電
力を提供するために不十分である時、２つのレーザの出力を結合することが要求される。
代替として、カスケード電極セットを有する、単一レーザを駆動するように要求されても
よい。
【００３６】
　カスケード電極を使用して、例えば、負荷のインピーダンスを増加させ、インピーダン
ス整合をより容易にしてもよい。これは、ＲＦ電力供給源が提供する必要がある、電力の
量を低減させ、それによって、インピーダンス整合ネットワーク内の循環電流を減少させ
る。循環電流の減少は、インピーダンス整合ネットワーク内の構成要素のサイズを縮小さ
せ、放電をより容易に点灯させる。カスケード電極を使用する別の理由は、レーザ電力を
増加させるために、電極の長さを増加させ、それによって、ガス放電領域をより長くする
必要があるためである。最終的に、電極表面によって提供されるレーザビームの導波路の
歪曲を防止するために、電極長は、電極を相互に十分に並列に維持することが非常に困難
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【００３７】
　歪曲は、放電に面する電極表面が、放電に面していない反対表面より高温となるために
生じる。これは、電極の厚さにわたって、熱勾配を生じさせ、ひいては、曲げモーメント
を生じさせる。そのような曲げは、特に、電極の両端が、固定位置に保持される場合、電
極間の間隔を両端より中心において大きくさせる。
【００３８】
　図１１は、本発明による、単一ＲＦ入力から、２つの電力増幅器９２Ａおよび９２Ｂを
給電するために構成される、インピーダンス整合ネットワークの一好ましい実施形態９０
を図式的に例証する。増幅器９２Ａおよび９２Ｂは、対応するＣＯ２レーザ９４Ａおよび
９４Ｂを駆動する。本実施例では、レーザ９４Ａは、２．３７キロワット（ｋＷ）の電力
で駆動され、レーザ９４Ｂは、１．３８ｋＷの電力で駆動される。ノード３１における入
力インピーダンス（ＺＩＮ）は、１２．５Ωである。増幅器９２Ａおよび９２Ｂはそれぞ
れ、２５Ωに等しいＺＩＮを有する。
【００３９】
　図１１のインピーダンス整合ネットワークは、本質的に、逆に使用される図１０のネッ
トワークである。故に、実施形態８０の構成要素に対する参照番号は、実施形態９０の対
応する構成要素に対して留保されている。実施形態９０では、図１０のゼロ度２方向結合
器６６は、２方向スプリッタとして使用され、ネットワークのＡおよびＢアームに沿って
、ＲＦ入力信号を駆動する。ネットワークアームのそれぞれの電力の量は、実施形態８０
におけるように、ＬＣ回路８５のキャパシタ３７を調節することによって変動される。１
／４波伝送線区画８６は、ノード２２Ａの前方に挿入され、そのＢ側と直角位相において
、１／１２波区画ネットワークのＡ側を駆動する。１／４波伝送線区画８６は、ノード３
０Ｂの後方に挿入され、区画６６によって生じる９０o位相シフトを補償する。計算は、
増幅器における入力インピーダンスが、公称１８７０Ｗヌル条件からの対称出力電力変動
±５００Ｗに対して、公称２５Ω設計中心と比較して、１．２５：１ＶＳＷＲ内に残留す
ることを示す。
【００４０】
　図１１Ａは、本発明による、１つの入力から２つのＲＦ増幅器を駆動するためのインピ
ーダンス整合ネットワークの別の実施形態９０Ａを図式的に例証する。実施形態９０Ａは
、図１１の実施形態９０に類似するが、増幅器９２Ａおよび９２Ｂは、それぞれ、単一Ｃ
Ｏ２レーザ９６の電極対９８Ａおよび９８Ｂを駆動する。
【００４１】
　図１２は、５３．０ｐＦのキャパシタ３７の値に対して、ＲＦ入力の周波数の関数とし
て、ノード３１におけるインピーダンスを図式的に例証する、グラフである。１００ＭＨ
ｚの設計周波数では、インピーダンスは、公称１２．５Ω設計値に近いことが分かる。
【００４２】
　図１３は、５３．０ｐＦのキャパシタ３７の値に対して、ＲＦ入力の周波数の関数とし
て、増幅器９２Ａ（実線曲線）および９２Ｂ（破線曲線）の出力を図式的に例証する、グ
ラフである。１００ＭＨｚの設計周波数では、出力電力は、約１９００Ｗにおいて、略等
しく、公称１８７０Ｗ値に近いことが分かる。
【００４３】
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【表３】

【００４４】
　表３は、キャパシタ３７の容量の選択値とともに、増幅器９２Ａおよび９２Ｂの対応す
る計算電力出力に対して、図１１のノード３１における計算インピーダンスの変動を列挙
する。これらの計算は、公称設計周波数１００ＭＨｚで行われた。
【００４５】
　図１４は、ダイポールアンテナを駆動するために配列される、本発明による、調節可能
インピーダンス整合ネットワークの好ましい実施形態１００を図式的に例証する。原則と
して、本実施形態は、前述の実施形態９０の動作に類似するが、ＲＦ信号は、２つの部分
に分割され、２つの対の１／１２波伝送線区画の基本ネットワークを介して、２つのダイ
ポール要素１０２Ａおよび１０２Ｂに送達される。２つの対の伝送線区画は、一方の負荷
線（ネットワークのＡ側）における区画２４Ａおよび２８Ａと、他の負荷線（ネットワー
クのＢ側）における区画２４Ｂおよび２８Ｂと、を備える。区画２４Ａと２４Ｂとの間の
ノード２６Ａは、ノード２６Ｂに接続され、選択的可変容量３は、ここでは、５ｐＦから
３５ｐＦに同調可能である。
【００４６】
　入力ＲＦ信号は、本実施例では、固定（源）インピーダンス５０Ωを有する、ある長さ
の伝送線によって形成される、不平衡平衡変成器１０４によって、２つの部分に分割され
る。変成器１０４の出力は、ネットワークのノード３０Ａおよび３０Ｂを介して、それぞ
れ、ネットワークのＡおよびＢ側に送達される。ノード３０Ａおよび３０Ｂにおける信号
間には、１８０o位相差が存在する。ネットワークのＡ側のノード２２Ａは、ダイポール
アンテナの要素１０２Ａに接続され、ネットワークのノード２２Ｂは、ダイポールアンテ
ナの要素１０２Ｂに接続される。５ｐＦと３５ｐＦの値間の同調（調節）キャパシタ３５
は、ダイポールアンテナに連結される電力を最適化するために、それぞれ、５０Ωと３５
Ωとの間において、ダイポール要素における平衡インピーダンスを調節する。
【００４７】
　結論として、本発明は、いくつかの好ましい実施形態の観点から前述された。しかしな
がら、本発明は、本明細書に説明および描写される実施形態に限定されない。むしろ、本
発明は、本明細書に添付の請求項によってのみ限定される。
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